
JP 4583848 B2 2010.11.17

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガラス基板表面全体に、光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板
結合部位とを有する化合物を結合させた後、ｉ）重合性化合物を接触させて、パターン露
光することにより、重合開始部位を活性化してパターン状に活性点を生じさせ、該活性点
を起点としてグラフトポリマーをパターン状に生成させるか、又は、ｉｉ）予め、グラフ
トポリマーを生成させたくない領域に沿ってパターン露光を行い、重合開始部位の重合開
始能をパターン状に失活させて、ガラス基板表面に重合開始可能領域と重合開始能失活領
域とを形成した後、重合性化合物を接触させて、全面露光することにより、重合開始可能
領域における重合開始部位を活性化して活性点を生じさせ、該活性点を起点としてグラフ
トポリマーをパターン状に生成させて、ガラス基板上にグラフトポリマーをパターン状に
直接結合させる工程と、該グラフトポリマーに導電性材料を付着させて配線を形成する工
程と、を有することを特徴とするマトリクスアレイ基板の製造方法。
【請求項２】
　光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合
物が、芳香族ケトン基、フェナシルエステル基、スルホンイミド基、スルホニルエステル
基、Ｎ－ヒドロキシスルホニルエステル基、ベンジルイミド基、及びトリクロロメチル基
、ベンジルクロライド基から選択される構造を有する重合開始部位と、下記に示す反応性
基から選択される基板結合部位とが、直接結合するか、又は、炭素、窒素、酸素、及びイ
オウからなる群より選択される原子を含む連結基により連結された化合物であることを特
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徴とする請求項１に記載のマトリクスアレイ基板の製造方法。
【化１】

【請求項３】
　光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合
物が、下記に示す化合物群から選択された化合物であることを特徴とする請求項１又は請
求項２に記載のマトリクスアレイ基板の製造方法。
＜化合物群＞

【化２】
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【化４】

【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の製造方法により得られたマトリクスアレイ
基板。
【請求項５】
　請求項４に記載のマトリクスアレイ基板を備えたことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項６】
　ガラス基板表面全体に、光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板
結合部位とを有する化合物を結合させた後、ｉ）重合性化合物を接触させて、複数のライ
ン状に露光することにより、重合開始部位を活性化して複数のライン状に活性点を生じさ
せ、該活性点を起点としてグラフトポリマーを複数のライン状に生成させるか、又は、ｉ
ｉ）予め、グラフトポリマーを生成させたくない領域に沿って複数のライン状に露光を行
い、重合開始部位の重合開始能を複数のライン状に失活させて、ガラス基板表面に重合開
始可能領域と重合開始能失活領域とを形成した後、重合性化合物を接触させて、全面露光
することにより、重合開始可能領域における重合開始部位を活性化して活性点を生じさせ
、該活性点を起点としてグラフトポリマーを複数のライン状に生成させて、ガラス基板上
にグラフトポリマーを複数のライン状に直接結合させる工程と、該グラフトポリマーに導
電性材料を付着させる工程と、を有することを特徴とするＰＤＰ用データー電極の製造方
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【請求項７】
　光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合
物が、芳香族ケトン基、フェナシルエステル基、スルホンイミド基、スルホニルエステル
基、Ｎ－ヒドロキシスルホニルエステル基、ベンジルイミド基、及びトリクロロメチル基
、ベンジルクロライド基から選択される構造を有する重合開始部位と、下記に示す反応性
基から選択される基板結合部位とが、直接結合するか、又は、炭素、窒素、酸素、及びイ
オウからなる群より選択される原子を含む連結基により連結された化合物であることを特
徴とする請求項６に記載のＰＤＰ用データー電極の製造方法。
【化５】

【請求項８】
　光開裂により光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合
物が、下記に示す化合物群から選択された化合物であることを特徴とする請求項６又は請
求項７に記載のＰＤＰ用データー電極の製造方法。
＜化合物群＞
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【化８】

【請求項９】
　請求項６～請求項８のいずれか１項に記載の製造方法により得られたＰＤＰ用データー
電極。
【請求項１０】
　請求項９に記載のＰＤＰ用データー電極を備えたことを特徴とするＰＤＰ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、平面表示装置に関し、特に、マトリクスアレイ基板及びその製造方法、該マ
トリクスアレイ基板を備えた液晶表示装置、ＰＤＰ用データー電極及びその製造方法、該
ＰＤＰ用データー電極を備えたＰＤＰに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、平面表示装置は、薄型、軽量、低消費電力の特徴を生かして、パーソナル・コン
ピュータ、ワードプロセッサあるいはＴＶ等の表示装置として、更に、投射型の表示装置
として各種分野で利用されている。
　これらの平面表示装置は、小型化、高精細化、及び高密度化に対する要求が高まってお
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り、これに伴って、かかる平面表示装置に用いられる導体回路における配線パターンの微
細化（高精細化）技術の向上が望まれている。
【０００３】
　平面表示装置の１つであるアクティブマトリクス型液晶表示素子は、各画素電極にスイ
ッチング素子が電気的に接続されており、隣接画素間でクロストークのない良好な表示画
像を実現できることから、盛んに研究・開発が行われている。
　一般に、アクティブマトリクス型液晶表示素子は、マトリクスアレイ基板と、対向基板
と、が所定の間隔をあけて近接配置され、この間隔中に、両基板の表層に設けられた配向
膜を介して液晶層が保持されてなる。
　このマトリクスアレイ基板は、ガラス等の透明絶縁基板上に、上層の金属配線パターン
として例えば複数本の信号線と、下層の金属配線パターンとして例えば複数本の走査線と
が絶縁膜を介して格子状に配置され、格子の各マス目に相当する領域にＩＴＯ（Ｉｎｄｉ
ｕｍ－Ｔｉｎ－Ｏｘｉｄｅ）等の透明導電材料からなる画素電極が配される。そして、格
子の各交点部分には、各画素電極を制御するスイッチング素子が配されている。
【０００４】
　この金属配線パターンである信号線や走査線は、通常、堆積又はコーティングにより金
属膜を成膜し、その後、エッチングによるパターニングによって行われる（例えば、特許
文献１参照。）。特に、サイドエッチングや排水処理の問題から、ドライエッチングを用
いることが主流となってきている。
　ところが、このような方法は、エッチング工程を有することから、作業が煩雑であると
いう問題と、ドライエッチングを用いる金属膜のパターニングは、高精細なパターンを形
成する際に、配線間の領域に金属膜の残留がみられ、この残留金属膜に起因して配線間の
短絡を生じるという問題を有していた。更に、得られた配線と基板との密着性も低く、外
部からの応力に対し弱いことから、断線の発生の懸念もあった。
【０００５】
　一方、平面表示装置の１つであるプラズマディスプレイパネル（以下、「ＰＤＰ」と称
する。）は、プラズマ放電により発光を利用して映像や情報の表示を行うものである。
　かかるＰＤＰによるカラー表示の原理は、対向する前面ガラス基板及び背面ガラス基板
に形成された両電極間のセル空間（放電空間）内でプラズマ放電を生じさせ、各セル空間
内に封入されているＨｅやＸｅ等のガスの放電により発生する紫外線により背面ガラス基
板内面に形成された蛍光体を励起し、３原色の可視光を発生させるものである。
【０００６】
　この背面ガラス基板上には、複数のライン状のデーター電極（アドレス電極）が設けら
れている。通常、データー電極は、基板上に、感光性導電性ペーストを塗布し、パターン
マスクを通して露光した後、現像し、次いで、焼成する方法で作製される。ここで用いら
れる感光性導電性ペーストの組成を調整することにより、高精細なデーター電極を作製す
ることができ、その結果、高精細化されたＰＤＰが得られることが知られている（例えば
、特許文献２、３参照。）。
　しかしながら、この方法であっても、断線の懸念、均一な導電性、更に、直線性につい
ては不充分であり、これらの更なる改良が望まれているのが現状である。
【特許文献１】特開２００３－１９５７８５号公報
【特許文献２】特開２００４－１２７５２９号公報
【特許文献３】特開２００４－１１１３８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、前記従来技術における諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題と
する。
　即ち、本発明の第１の目的は、高精細で、断線がなく、配線間の短絡が抑制された配線
を有するマトリクスアレイ基板が得られる製造方法、それにより得られたマトリクスアレ
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イ基板、及び該マトリクスアレイ基板を備えた高精細な液晶表示装置を提供することにあ
る。
　また、本発明の第２の目的は、高精細で、断線がなく、更に、均一な導電性と直線性に
優れたＰＤＰ用データー電極が得られる製造方法、それにより得られたＰＤＰ用データー
電極、及び該ＰＤＰ用データー電極を備えた高精細なＰＤＰを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明のマトリクスアレイ基板の製造方法は、ガラス基板表面全体に、光開裂により光
ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合物を結合させた後
、ｉ）重合性化合物を接触させて、パターン露光することにより、重合開始部位を活性化
してパターン状に活性点を生じさせ、該活性点を起点としてグラフトポリマーをパターン
状に生成させるか、又は、ｉｉ）予め、グラフトポリマーを生成させたくない領域に沿っ
てパターン露光を行い、重合開始部位の重合開始能をパターン状に失活させて、ガラス基
板表面に重合開始可能領域と重合開始能失活領域とを形成した後、重合性化合物を接触さ
せて、全面露光することにより、重合開始可能領域における重合開始部位を活性化して活
性点を生じさせ、該活性点を起点としてグラフトポリマーをパターン状に生成させて、ガ
ラス基板上にグラフトポリマーをパターン状に直接結合させる工程と、該グラフトポリマ
ーに導電性材料を付着させて配線を形成する工程と、を有することを特徴とする。
　本発明の液晶表示装置は、本発明の製造方法により得られた本発明のマトリクスアレイ
基板を備えたことを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明のＰＤＰ用データー電極の製造方法は、ガラス基板表面全体に、光開裂に
より光ラジカル重合を開始しうる重合開始部位と基板結合部位とを有する化合物を結合さ
せた後、ｉ）重合性化合物を接触させて、複数のライン状に露光することにより、重合開
始部位を活性化して複数のライン状に活性点を生じさせ、該活性点を起点としてグラフト
ポリマーを複数のライン状に生成させるか、又は、ｉｉ）予め、グラフトポリマーを生成
させたくない領域に沿って複数のライン状に露光を行い、重合開始部位の重合開始能を複
数のライン状に失活させて、ガラス基板表面に重合開始可能領域と重合開始能失活領域と
を形成した後、重合性化合物を接触させて、全面露光することにより、重合開始可能領域
における重合開始部位を活性化して活性点を生じさせ、該活性点を起点としてグラフトポ
リマーを複数のライン状に生成させて、ガラス基板上にグラフトポリマーを複数のライン
状に直接結合させる工程と、該グラフトポリマーに導電性材料を付着させる工程と、を有
することを特徴とする。
　本発明のＰＤＰは、本発明の製造方法により得られた本発明のＰＤＰ用データー電極を
備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高精細で、断線がなく、配線間の短絡が抑制された配線を有するマト
リクスアレイ基板が得られる製造方法、それにより得られたマトリクスアレイ基板、及び
該マトリクスアレイ基板を備えた高精細な液晶表示装置を提供することができる。
　また、本発明によれば、高精細で、断線がなく、更に、均一な導電性と直線性に優れた
ＰＤＰ用データー電極が得られる製造方法、それにより得られたＰＤＰ用データー電極、
及び該ＰＤＰ用データー電極を備えた高精細なＰＤＰを提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明について詳細に説明する。
≪マトリクスアレイ基板及びその製造方法≫
　以下、本発明について詳細に説明する。
　本発明のマトリクスアレイ基板は、ガラス基板上にグラフトポリマーをパターン状に直
接結合させて、該グラフトポリマーに導電性材料を付着させてなる配線を有することを特
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　即ち、本発明のマトリクスアレイ基板は、ガラス基板上にグラフトポリマーをパターン
状に直接結合させる工程（以下、適宜、「グラフトポリマー生成工程」と称する。）と、
グラフトポリマーに導電性材料を付着させる工程（以下、適宜、「導電性材料付着工程」
と称する。）と、の２つのプロセスを経ることで得られる配線を有する。
　以下、本発明におけるこの２つのプロセスについて順次説明する。
【００１３】
＜グラフトポリマー生成工程＞
　本工程においては、ガラス基板上にパターン状にグラフトポリマーを生成させる。
　本発明において、ガラス基板上にグラフトポリマーを直接結合させる態様の一つは、ガ
ラス基板表面全体に重合開始能を有する化合物を結合させた後、所望のパターン状にエネ
ルギーを付与して、かかる化合物が有する重合開始部位を活性化させて、そこを起点とし
てグラフトポリマーを生成させる態様である。
　この態様について詳細に述べる。なお、以下、ガラス基板を、単に、基板と称する場合
がある。
【００１４】
　この態様に適用しうる重合開始能を有する化合物としては、例えば、光開裂によりラジ
カル重合を開始しうる重合開始部位（Ｙ）と基板結合部位（Ｑ）とを有する化合物（以下
、適宜「光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）」と称する。）等が挙げられる。
　ここで、光開裂によりラジカル重合を開始しうる重合開始部位（以下、単に「重合開始
部位（Ｙ）」と称する。）は、光により開裂しうる単結合を含む構造である。
　この光により開裂する単結合としては、カルボニルのα開裂、β開裂反応、光フリー転
位反応、フェナシルエステルの開裂反応、スルホンイミド開裂反応、スルホニルエステル
開裂反応、Ｎ－ヒドロキシスルホニルエステル開裂反応、ベンジルイミド開裂反応、活性
ハロゲン化合物の開裂反応、などを利用して開裂が可能な単結合が挙げられる。これらの
反応により、光により開裂しうる単結合が切断される。この開裂しうる単結合としては、
Ｃ－Ｃ結合、Ｃ－Ｎ結合、Ｃ－Ｏ結合、Ｃ－Ｃｌ結合、Ｎ－Ｏ結合、及びＳ－Ｎ結合等が
挙げられる。
【００１５】
　また、これらの光により開裂しうる単結合を含む重合開始部位（Ｙ）は、グラフトポリ
マー生成工程におけるグラフト重合の起点となることから、光により開裂しうる単結合が
開裂すると、その開裂反応によりラジカルを発生させる機能を有する。このように、光に
より開裂しうる単結合を有し、かつ、ラジカルを発生可能な重合開始部位（Ｙ）の構造と
しては、以下に挙げる基を含む構造が挙げられる。
　即ち、芳香族ケトン基、フェナシルエステル基、スルホンイミド基、スルホニルエステ
ル基、Ｎ－ヒドロキシスルホニルエステル基、ベンジルイミド基、トリクロロメチル基、
ベンジルクロライド基、などである。
【００１６】
　このような重合開始部位（Ｙ）は、露光により開裂して、ラジカルが発生すると、その
ラジカル周辺に重合性化合物が存在する場合には、このラジカルがグラフト重合反応の起
点として機能し、グラフトポリマーを生成することができる。
　このため、表面に光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）が導入された基板を用いてグラフトポリマー
を生成させる場合には、エネルギー付与手段として、重合開始部位（Ｙ）を開裂させうる
波長での露光を用いることが必要である。
【００１７】
　また、基板結合部位（Ｑ）としては、基板表面に存在する官能基（Ｚ）と反応して結合
しうる反応性基で構成され、その反応性基としては、具体的には、以下に示すような基が
挙げられる。
【００１８】
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【化１】

【００１９】
　重合開始部位（Ｙ）と、基板結合部位（Ｑ）と、は直接結合していてもよいし、連結基
を介して結合していてもよい。この連結基としては、炭素、窒素、酸素、及びイオウから
なる群より選択される原子を含む連結基が挙げられ、具体的には、例えば、飽和炭素基、
芳香族基、エステル基、アミド基、ウレイド基、エーテル基、アミノ基、スルホンアミド
基、等が挙げられる。また、この連結基は更に置換基を有していてもよく、その導入可能
な置換基としては、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、等が挙げられる。
【００２０】
　基板結合部位（Ｑ）と、重合開始部位（Ｙ）と、を有する化合物（Ｑ－Ｙ）の具体例〔
例示化合物１～例示化合物１６〕を、開裂部と共に以下に示すが、本発明はこれらに制限
されるものではない。
【００２１】
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【００２２】
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【００２３】
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【化４】

【００２４】
　ここで、本発明において用いられるガラス基板表面には、その材質に起因して、水酸基
（官能基（Ｚ））がもともと存在している。そのため、ガラス基板上に光開裂化合物（Ｑ
－Ｙ）を接触させ、基板表面に存在する官能基（Ｚ）と、基板結合部位（Ｑ）と、を結合
させることで、基板表面に光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）が容易に導入される。
　本発明において用いられるガラス基板としては、ガラス、無アルカリガラス、石英ガラ
ス等が用いられる。
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【００２５】
　光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）を基板表面に存在する官能基（Ｚ）に結合させる具体的な方法
としては、光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）を、トルエン、ヘキサン、アセトンなどの適切な溶媒
に溶解又は分散し、その溶液又は分散液を基板表面に塗布する方法、又は、溶液又は分散
液中に基板を浸漬する方法などを適用すればよい。これらの方法により、光開裂化合物（
Ｑ－Ｙ）が導入された基板表面が得られる。
　このとき、溶液中又は分散液の光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）の濃度としては、０．０１質量
％～３０質量％が好ましく、特に０．１質量％～１５質量％であることが好ましい。接触
させる場合の液温としては、０℃～１００℃が好ましい。接触時間としては、１秒～５０
時間が好ましく、１０秒～１０時間がより好ましい。
【００２６】
　以上のようにして得られた、表面に光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）が導入された基板にグラフ
トポリマーを生成させる場合には、その表面に重合性化合物を接触させ、パターン露光す
ることで、露光部の重合開始部位（Ｙ）を開裂させ、そこを起点としてグラフトポリマー
を生成させる方法が用いられる。
　また、ガラス基板上にグラフトポリマーを直接結合させる他の態様は、以下の方法にて
パターン状にグラフトポリマーを生成させる態様である。
　まず、光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）が導入された基板表面に、予め、グラフトポリマーを生
成させたくない領域に沿ってパターン露光を行い、基板表面に結合している化合物（Ｑ－
Ｙ）を光開裂させて重合開始能を失活させることで、基板表面に、重合開始可能領域と重
合開始能失活領域とを形成する。そして、重合開始可能領域と重合開始能失活領域とが形
成された基板表面に、重合性化合物を接触させた後、全面露光することで、重合開始可能
領域にのみにグラフトポリマーが生成し、結果的に、パターン状にグラフトポリマーが生
成される。
【００２７】
　上述のようにしてグラフトポリマーを生成させるには、本発明においては、重合性化合
物を単体で、又は、溶媒に分散或いは溶解させた状態で光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）が導入さ
れた基板表面に接触させることが必要である。この接触方法としては、基板を、重合性化
合物含有の液状組成物中に浸漬することで行ってもよいが、取り扱い性や製造効率の観点
からは、基板表面に、該重合性化合物をそのまま接触させるか、重合性化合物含有の液状
組成物を塗布して塗膜を形成する方法、更には、その塗膜を乾燥して、基板表面に重合性
化合物を含有する層（グラフトポリマー前駆体層）を形成することにより行うことが好ま
しい。
【００２８】
（重合性化合物）
　次に、本発明において用いられる重合性化合物について説明する。
　本発明において用いられる重合性化合物としては、モノマー、マクロモノマー、或いは
重合性基を有する高分子化合物のいずれも用いることができる。これらの重合性化合物は
公知のものを任意に使用することができる。
　これらのうち、本発明において特に有用な重合性化合物としては、後述する導電性材料
付着工程において使用される態様により、適宜、選択される。つまり、生成したグラフト
ポリマーに対し導電性素材を効率よく、容易に、高密度で、保持させるために、導電性素
材と直接相互作用を形成しうる官能基、又は、導電性素材を効率よく保持するために用い
る材料と相互作用を形成しうる官能基を有する重合性化合物を用いることが好ましい。
　以下、導電性素材と直接相互作用を形成しうる官能基、及び、導電性素材を効率よく保
持するために用いる材料と相互作用を形成しうる官能基を、総じて相互作用性基として説
明する。
　この相互作用性基としては、例えば、極性基が挙げられる。この極性基の中でも、親水
性基が好ましく、より具体的には、アンモニウム、ホスホニウなどの正の荷電を有する官
能基、スルホン酸基、カルボキシル基、リン酸基、ホスソン酸基などの負の荷電を有する
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官能基、その他にも、例えば、水酸基、アミド基、スルホンアミド基、アルコキシ基、シ
アノ基などの非イオン性基が挙げられる。
　以下、グラフトポリマー生成工程において好適に用いられる相互作用性基を有する重合
性化合物について具体的に説明する。
【００２９】
　本発明に用いうる相互作用性基を有する重合性化合物としてのモノマーは、具体的には
、例えば、（メタ）アクリル酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、イタコン酸若
しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、スチレンスルホン酸若しくはそのアルカリ金属
塩及びアミン塩、２－スルホエチル（メタ）アクリレート若しくはそのアルカリ金属塩及
びアミン塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸若しくはそのアルカリ
金属塩及びアミン塩、アシッドホスホオキシポリオキシエチレングリコールモノ（メタ）
アクリレート若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、ポリオキシエチレングリコール
モノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、（メタ）アク
リルアミド、Ｎ－モノメチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ジメチロール（メタ）ア
クリルアミド、アリルアミン若しくはそのハロゲン化水素酸塩、、Ｎ－ビニルピロリドン
、ビニルイミダゾール、ビニルピリジン、ビニルチオフェン、スチレン、エチル（メタ）
アクリル酸エステル、n-ブチル（メタ）アクリル酸エステルなど炭素数１～２４までのア
ルキル基を有する（メタ）アクリル酸エステルなどを挙げることができる。
【００３０】
　本発明に用いうる相互作用性基を有する重合性化合物としてのマクロモノマーは、前記
モノマーを用いて公知の方法にて作製することができる。本態様に用いられるマクロモノ
マーの製造方法は、例えば、平成１年９月２０日にアイピーシー出版局発行の「マクロモ
ノマーの化学と工業」（編集者　山下雄也）の第２章「マクロモノマーの合成」に各種の
製法が提案されている。
　このようなマクロモノマーの有用な重量平均分子量は、５００～５０万の範囲であり、
特に好ましい範囲は１０００～５万である。
【００３１】
　本発明に用いうる相互作用性基を有する重合性化合物としての高分子化合物とは、相互
作用性基と、ビニル基、アリル基、（メタ）アクリル基などのエチレン付加重合性不飽和
基（重合性基）と、を導入したポリマーを指す。このポリマーは、少なくとも末端又は側
鎖にエチレン付加重合性不飽和基を有するものであり、側鎖にエチレン付加重合性不飽和
基を有するものがより好ましく、末端及び側鎖にエチレン付加重合性不飽和基を有するも
のが更に好ましい。
　このような高分子化合物の有用な重量平均分子量は、５００～５０万の範囲で、特に好
ましい範囲は１０００～５万である。
【００３２】
　相互作用性基と重合性基とを有する高分子化合物の合成方法としては、ｉ）相互作用性
基を有するモノマーと重合性基を有するモノマーとを共重合する方法、ii）相互作用性基
を有するモノマーと重合性基前駆体を有するモノマーとを共重合させ、次に塩基などの処
理により二重結合を導入する方法、iii）相互作用性基を有するポリマーと重合性基を有
するモノマーとを反応させ、重合性基を導入する方法が挙げられる。
　好ましい合成方法は、合成適性の観点から、ii）相互作用性基を有するモノマーと重合
性基前駆体を有するモノマーとを共重合させ、次に塩基などの処理により重合性基を導入
する方法、iii）相互作用性基を有するポリマーと重合性基を有するモノマーとを反応さ
せ、重合性基を導入する方法である。
【００３３】
　上記ｉ）及びii）の合成方法に用いられる相互作用性基を有するモノマーとしては、例
えば、（メタ）アクリル酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、イタコン酸若しく
はそのアルカリ金属塩及びアミン塩、より具体的には、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－モノメチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ
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－ジメチロール（メタ）アクリルアミド、アリルアミン若しくはそのハロゲン化水素酸塩
、３－ビニルプロピオン酸若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、ビニルスルホン酸
若しくはそのアルカリ金属塩及びアミン塩、２－スルホエチル（メタ）アクリレート、ポ
リオキシエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、２－アクリルアミド－２－メチ
ルプロパンスルホン酸、アシッドホスホオキシポリオキシエチレングリコールモノ（メタ
）アクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン（下記構造）、スチレンスルホン酸ナトリウム、
ビニル安息香酸等が挙げられ、一般的には、カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基、
アミノ基若しくはそれらの塩、水酸基、アミド基、ホスフィン基、イミダゾール基、ピリ
ジン基、若しくはそれらの塩、及びエーテル基などの官能基を有するモノマーが使用でき
る。
【００３４】
【化５】

【００３５】
　上記相互作用性基を有するモノマーと共重合する重合性基を有するモノマーとしては、
アリル（メタ）アクリレート、２－アリルオキシエチルメタクリレートが挙げられる。
　また、上記ii）の合成方法に用いられる重合性基前駆体を有するモノマーとしては、２
－（３－クロロ－１－オキソプロポキシ）エチルメタクリレー卜や、特開２００３－３３
５８１４号公報に記載の化合物（ｉ－１～ｉ－６０）が使用することができ、これらの中
でも、特に下記化合物（ｉ－１）が好ましい。
【００３６】
【化６】

【００３７】
　更に、上記iii）の合成方法に用いられる相互作用性基を有するポリマー中の、カルボ
キシル基、アミノ基若しくはそれらの塩、水酸基、及びエポキシ基などの官能基との反応
を利用して、重合性基を導入するために用いられる重合性基を有するモノマーとしては、
（メタ）アクリル酸、グリシジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテル、２
－イソシアナトエチル（メタ）アクリレートなどがある。
【００３８】
　上記ii）の合成方法における、相互作用性基を有するモノマーと重合性基前駆体を有す
るモノマーとを共重合させた後の、塩基などの処理により重合性基を導入する方法につい
ては、例えば、特開２００３－３３５８１４号公報に記載の手法を用いることができる。
【００３９】
　これらの重合性化合物を含有する液状組成物を構成する溶剤は、主成分である重合性化
合物を溶解或いは分散することが可能であれば特に制限はないが、水、水溶性溶剤などの
水性溶剤が好ましく、これらの混合物や、溶剤に更に界面活性剤を添加してもよい。
　使用できる溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、エチレン
グリコール、グリセリン、プロピレングリコールモノメチルエーテルの如きアルコール系
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溶剤、酢酸の如き酸、アセトン、シクロヘキサノンの如きケトン系溶剤、ホルムアミド、
ジメチルアセトアミドの如きアミド系溶剤、などが挙げられる。
【００４０】
　また、この液状組成物に対し、必要に応じて添加することのできる界面活性剤は、溶剤
に溶解するものであればよく、そのような界面活性剤としては、例えば、ｎ－ドデシルベ
ンゼンスルホン酸ナトリウムの如きアニオン性界面活性剤や、ｎ－ドデシルトリメチルア
ンモニウムクロライドの如きカチオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンノニルフェノー
ルエーテル（市販品としては、例えば、エマルゲン９１０、花王（株）製など）、ポリオ
キシエチレンソルビタンモノラウレート（市販品としては、例えば、商品名「ツイーン２
０」など）、ポリオキシエチレンラウリルエーテルの如き非イオン性界面活性剤等が挙げ
られる。
【００４１】
　基板表面に重合性化合物含有の液状組成物を塗布して塗膜を形成する方法を用いた場合
には、その塗布量としては、充分な塗布膜を得る観点からは、固形分換算で０．１～１０
ｇ／ｍ2が好ましく、特に０．５～５ｇ／ｍ2が好ましい。
　また、得られるグラフトポリマーからなる膜（グラフトポリマー膜）は、膜厚が０．１
～２．０ｇ／ｍ2の範囲にあることが好ましく、０．３～１．０ｇ／ｍ2が更に好ましく、
最も好ましくは、０．５～１．０ｇ／ｍ2の範囲である。
【００４２】
（露光）
　本工程において、グラフトポリマーを生成させるためのパターン露光、重合開始能を失
活させるために行うパターン露光、更には、グラフトポリマーを生成させるために行う全
面露光は、いずれも、前記重合開始部位（Ｙ）において開裂を生じさせることのできる露
光であれば特に制限はなく、紫外線による露光でも、可視光による露光でもよい。
　露光に用いられる光源としては、紫外光、深紫外光、可視光、レーザー光等が挙げられ
、具体的には、紫外光、ｉ線、ｇ線、ＫｒＦ、ＡｒＦなどのエキシマレーザーが用いられ
る。中でも、好ましくは、ｉ線、ｇ線、エキシマレーザーである。
【００４３】
　本発明により形成されるパターン解像度は露光条件に左右される。つまり、グラフトポ
リマーを生成させるためのパターン露光、又は、重合開始能を失活させるために行うパタ
ーン露光において、高精細のパターン露光を施すことにより、露光に応じた高精細パター
ンが形成される。高精細パターン形成のための露光方法としては、光学系を用いた光ビー
ム走査露光、マスクを用いた露光などが挙げられ、所望のパターンの解像度に応じた露光
方法をとればよい。
　高精細パターン露光としては、具体的には、ｉ線ステッパー、ｇ線ステッパー、ＫｒＦ
ステッパー、ＡｒＦステッパーのようなステッパー露光などが挙げられる。
【００４４】
　なお、パターン露光におけるパターン形状は配線形状に合わせて選択される。
　本発明のマトリクスアレイ基板の場合には、所望の走査線や信号線などのサイズに合わ
せた配線形状（走査電極や信号電極を含んでいてもよい）が選ばれる。
【００４５】
　以上のようにしてグラフトポリマーの生成が行われた基板は、溶剤浸漬や溶剤洗浄など
の処理が行われ、残存するホモポリマーを除去して、精製する。具体的には、水やアセト
ンによる洗浄、乾燥などが挙げられる。ホモポリマーの除去性の観点からは、超音波など
の手段をとってもよい。精製後の基板は、その表面に残存するホモポリマーが完全の除去
され、基板と強固に結合したパターン状のグラフトポリマーのみが存在することになる。
【００４６】
　以上のようにして、基板上にグラフトポリマーがパターン状に直接結合され、しかる後
に、導電性材料付着工程が行われる。
【００４７】
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＜導電性材料付着工程＞
　本工程においては、パターン状に生成されたグラフトポリマーに導電性材料を付着させ
て、パターン状の導電性発現層を形成する。具体的な方法としては、以下の４つの態様が
ある。
　第１の態様としては、グラフトポリマーの相互作用性基（イオン性基）に対し導電性粒
子を吸着させて導電性粒子吸着層を形成する方法である。
　第２の態様としては、グラフトポリマーの相互作用性基に対し無電解メッキ触媒又はそ
の前駆体を吸着させた後、無電解メッキを行いメッキ膜を形成する方法である。
　第３の態様としては、グラフトポリマーの相互作用性基に対し金属イオン又は金属塩を
吸着させた後、該金属イオン又は金属塩中の金属イオンを還元させて金属微粒子分散膜を
形成する方法である。
　第４の態様としては、グラフトポリマーの相互作用性基に対し導電性モノマーを吸着さ
せた後、重合反応を生起させて導電性ポリマー層を形成する方法である。
　以下、上記第１～第４の態様について説明する。
【００４８】
（第１の態様：導電性粒子吸着層の形成）
　導電性材料付着工程の第１の態様は、以下に説明する導電性粒子を、上記グラフトポリ
マーが有する相互作用性基、特に好ましくはイオン性基に対し、その極性に応じて、イオ
ン的に吸着させて導電性粒子吸着層を形成する方法である。この方法により、導電性粒子
吸着層からなる導電性発現層が形成される。
　ここで吸着させた導電性粒子はグラフトポリマーの相互作用性基と相互作用を形成して
単分子膜状態や多層状態で固定されることで導電性粒子吸着層を形成するため、基板と導
電性粒子吸着層との密着性に優れると共に、充分な導電性を発現できるという利点を有す
る。
【００４９】
　この第１の態様に適用し得る導電性粒子としては、導電性を有するものであれば特に制
限はなく、公知の導電性材料からなる微粒子を任意に選択して用いることができる。例え
ば、Ａｕ、Ａｇ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ｒｈ、Ｐｄ、Ａｌ、Ｃｒなどの金属微粒子、Ｉｎ2Ｏ3、Ｓ
ｎＯ2、ＺｎＯ、Ｃｄｏ、ＴｉＯ2、ＣｄＩｎ2Ｏ4、Ｃｄ2ＳｎＯ2、Ｚｎ2ＳｎＯ4、Ｉｎ2

Ｏ3－ＺｎＯなどの酸化物半導体微粒子、及びこれらに適合する不純物をドーパントさせ
た材料を用いた微粒子、ＭｇＩｎＯ、ＣａＧａＯなどのスピネル形化合物微粒子、ＴｉＮ
、ＺｒＮ、ＨｆＮなどの導電性窒化物微粒子、ＬａＢなどの導電性ホウ化物微粒子、また
、有機材料としては導電性高分子微粒子などが好適なものとして挙げられる。
　これらの導電性粒子は１種のみならず、必要に応じて複数種を併用することができる。
また、所望の導電性を得るため、予め複数の材料を混合して用いることもできる。
【００５０】
－グラフトポリマーのイオン性基（相互作用性基）の極性と導電性粒子との関係－
　本発明において得られるグラフトポリマーが、カルボキシル基、スルホン酸基、若しく
はホスホン酸基などの如きアニオン性を有する相互作用性基を有する場合は、グラフトポ
リマーの相互作用性基は選択的に負の電荷を有するようになり、ここに正の電荷を有する
（カチオン性の）導電性粒子を吸着させることができる。
【００５１】
　このようなカチオン性の導電性粒子としては、正電荷を有する金属（酸化物）微粒子な
どが挙げられる。表面に高密度で正荷電を有する微粒子は、例えば、米澤徹らの方法、即
ち、Ｔ．Ｙｏｎｅｚａｗａ，Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｌｅｔｔｅｒｓ．，１９９９　ｐａｇ
ｅ１０６１，Ｔ．Ｙｏｎｅｚａｗａ，Ｌａｎｇｕｍｕｉｒ　２０００，ｖｏｌ１６，５２
１８及び米澤徹，Ｐｏｌｙｍｅｒ　ｐｒｅｐｒｉｎｔｓ，Ｊａｐａｎ　ｖｏｌ．４９．２
９１１（２０００）に記載された方法にて作製することができる。米澤らは、金属－硫黄
結合を利用し、正荷電を有する官能基で高密度に化学修飾された金属粒子表面が形成でき
ることを示している。
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【００５２】
　一方、得られるグラフトポリマーが特開平１０－２９６８９５号公報に記載のアンモニ
ウム基などの如きカチオン性基の相互作用性基を有する場合は、グラフトポリマーの相互
作用性基は選択的に正の電荷を有するようになり、ここに負の電荷を有する導電性粒子を
吸着させることができる。
　負に帯電した導電性粒子としては、クエン酸還元で得られた金若しくは銀粒子を挙げる
ことができる。
【００５３】
　本発明に用いられる導電性粒子の粒径は、相互作用性基に対する吸着性と、導電性発現
の観点から、０．１ｎｍから１０００ｎｍの範囲であることが好ましく、１ｎｍから１０
０ｎｍの範囲であることが更に好ましい。
【００５４】
　導電性粒子をグラフトポリマーの相互作用性基に吸着させる方法としては、表面上に荷
電を有する導電性粒子を溶解又は分散させた液を、グラフトポリマーの生成領域に塗布す
る方法、及び、これらの溶液又は分散液中に、グラフトポリマーが生成された基板を浸漬
する方法などが挙げられる。
　塗布、浸漬のいずれの場合にも、過剰量の導電性粒子を供給し、相互作用性基（イオン
性基）との間に十分なイオン結合による導入がなされるために、溶液又は分散液とグラフ
トポリマー生成面との接触時間は、１０秒から２４時間程度であることが好ましく、１分
から１８０分程度であることが更に好ましい。
　また、これらの導電性粒子は、耐久性の点や導電性確保の観点から、グラフトポリマー
の相互作用性基に吸着し得る最大量結合されることが好ましく、その場合、分散液の分散
濃度は、０．００１～２０質量％程度が好ましい。
【００５５】
　また、導電性材料付着工程の第１の態様では、このように、グラフトポリマーに導電性
粒子が吸着した後、その基板ごと加熱することが好ましい。この加熱を行うことで、付着
した導電性粒子間にて融着が起こり、導電性粒子間の密着性を向上させると共に、導電性
をも上昇させることができる。
　ここで、加熱工程における温度としては、５０℃～５００℃が好ましく、更に好ましく
は１００℃～３００℃、特に好ましくは、１５０℃～３００℃である。
【００５６】
（第２の態様：メッキ膜の形成）
　導電性材料付着工程の第２の態様は、上記グラフトポリマーが有する相互作用性基に対
し、グラフトポリマーの相互作用性基に対し無電解メッキ触媒又はその前駆体を吸着させ
た後、無電解メッキを行いメッキ膜を形成する方法である。この方法により、メッキ膜か
らなる導電性発現層が形成される。
　このように、メッキ膜は、グラフトポリマーの相互作用性基に吸着している触媒や前駆
体に対し無電解メッキされて形成されることから、メッキ膜とグラフトポリマーとが強固
に結合しており、その結果、基板とメッキ膜との密着性に優れると共に、メッキ条件によ
り導電性を調整することができるという利点を有する。
【００５７】
　まず、この第２の態様における無電解メッキ触媒又はその前駆体の付与方法について説
明する。
　本態様において用いられる無電解メッキ触媒とは、主に０価金属であり、Ｐｄ、Ａｇ、
Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｃｏなどが挙げられる。本発明においては、特に、Ｐｄ、Ａｇ
がその取り扱い性の良さ、触媒能の高さから好ましい。０価金属を相互作用性領域に固定
する手法としては、例えば、グラフトポリマーの相互作用性基と相互作用するように荷電
を調節した金属コロイドを、グラフトポリマー表面に供する手法が用いられる。一般に、
金属コロイドは、荷電を持った界面活性剤又は荷電を持った保護剤が存在する溶液中にお
いて、金属イオンを還元することにより作製することができる。金属コロイドの荷電は、
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ここで使用される界面活性剤又は保護剤により調節することができ、このように荷電を調
節した金属コロイドを、ググラフトポリマーが有する相互作用性基と相互作用させること
で、グラフトポリマーに金属コロイド（無電解メッキ触媒）を付着させることができる。
【００５８】
　本態様において用いられる無電解メッキ触媒前駆体とは、化学反応により無電解メッキ
触媒となりうるものであれば、特に制限なく使用することができる。主には上記無電解メ
ッキ触媒で用いた０価金属の金属イオンが用いられる。無電解メッキ触媒前駆体である金
属イオンは、還元反応により無電解メッキ触媒である０価金属になる。無電解メッキ触媒
前駆体である金属イオンはグラフトポリマーの生成領域に付与した後、無電解メッキ浴へ
の浸漬前に、別途還元反応により０価金属に変化させて無電解メッキ触媒としてもよいし
、無電解メッキ触媒前駆体のまま無電解メッキ浴に浸漬し、無電解メッキ浴中の還元剤に
より金属（無電解メッキ触媒）に変化させてもよい。
【００５９】
　実際には、無電解メッキ前駆体である金属イオンは、金属塩の状態でグラフトポリマー
に付与する。使用される金属塩としては、適切な溶媒に溶解して金属イオンと塩基（陰イ
オン）とに解離されるものであれば特に制限はなく、Ｍ（ＮＯ3）ｎ、ＭＣｌｎ、Ｍ2/n（
ＳＯ4）、Ｍ3/n（ＰＯ4）（Ｍは、ｎ価の金属原子を表す）などが挙げられる。金属イオ
ンとしては、上記の金属塩が解離したものを好適に用いることができる。具体例としては
、例えば、Ａｇイオン、Ｃｕイオン、Ａｌイオン、Ｎｉイオン、Ｃｏイオン、Ｆｅイオン
、Ｐｄイオンが挙げられ、Ａｇイオン、Ｐｄイオンが触媒能の点で好ましい。
【００６０】
　無電解メッキ触媒である金属コロイド、或いは、無電解メッキ前駆体である金属塩をグ
ラフトポリマーに付与する方法としては、金属コロイドを適当な分散媒に分散、或いは、
金属塩を適切な溶媒で溶解し、解離した金属イオンを含む溶液を調製し、その溶液をグラ
フトポリマーの生成領域に塗布するか、或いは、その溶液中にグラフトポリマーが生成し
た基板を浸漬すればよい。金属イオンを含有する溶液を接触させることで、グラフトポリ
マーが有する相互作用性基に、イオン－イオン相互作用、又は、双極子－イオン相互作用
を利用して金属イオンを付着させること、或いは、相互作用性領域に金属イオンを含浸さ
せることができる。このような付着又は含浸を充分に行なわせるという観点からは、接触
させる溶液中の金属イオン濃度、或いは金属塩濃度は０．０１～５０質量％の範囲である
ことが好ましく、０．１～３０質量％の範囲であることが更に好ましい。また、接触時間
としては、１分～２４時間程度であることが好ましく、５分～１時間程度であることがよ
り好ましい。
【００６１】
　次に、この第２の態様における無電解メッキ方法について説明する。
　無電解メッキ触媒又はその前駆体が付与された基板に対して、無電解メッキを行うこと
で、無電解メッキ膜が形成される。
　無電解メッキとは、メッキとして析出させたい金属イオンを溶かした溶液を用いて、化
学反応によって金属を析出させる操作のことをいう。
　本工程における無電解メッキは、例えば、無電解メッキ触媒が付与された基板を、水洗
して余分な無電解メッキ触媒（金属）を除去した後、無電解メッキ浴に浸漬して行なう。
使用される無電解メッキ浴としては、一般的に知られている無電解メッキ浴を使用するこ
とができる。
　また、無電解メッキ触媒前駆体が付与された基板を、無電解メッキ触媒前駆体がグラフ
トポリマーに付着又は含浸した状態で無電解メッキ浴に浸漬する場合には、基板を水洗し
て余分な前駆体（金属塩など）を除去した後、無電解メッキ浴中へ浸漬される。この場合
には、無電解メッキ浴中において、前駆体の還元とこれに引き続き無電解メッキが行われ
る。ここ使用される無電解メッキ浴としても、上記同様、一般的に知られている無電解メ
ッキ浴を使用することができる。
【００６２】
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　一般的な無電解メッキ浴の組成としては、１．メッキ用の金属イオン、２．還元剤、３
．金属イオンの安定性を向上させる添加剤（安定剤）が主に含まれている。このメッキ浴
には、これらに加えて、メッキ浴の安定剤など公知の添加物が含まれていてもよい。
　無電解メッキ浴に用いられる金属の種類としては、銅、すず、鉛、ニッケル、金、パラ
ジウム、ロジウムが知られており、中でも、導電性の観点からは、銅、金が特に好ましい
。
　また、上記金属に合わせて最適な還元剤、添加物がある。例えば、銅の無電解メッキの
浴は、銅塩としてＣｕ（ＳＯ4）2、還元剤としてＨＣＯＨ、添加剤として銅イオンの安定
剤であるＥＤＴＡやロッシェル塩などのキレート剤が含まれている。また、ＣｏＮｉＰの
無電解メッキに使用されるメッキ浴には、その金属塩として硫酸コバルト、硫酸ニッケル
、還元剤として次亜リン酸ナトリウム、錯化剤としてマロン酸ナトリウム、りんご酸ナト
リウム、こはく酸ナトリウムが含まれている。また、パラジウムの無電解メッキ浴は、金
属イオンとして（Ｐｄ（ＮＨ3）4）Ｃｌ2、還元剤としてＮＨ3、Ｈ2ＮＮＨ2、安定化剤と
してＥＤＴＡが含まれている。これらのメッキ浴には、上記成分以外の成分が入っていて
もよい。
【００６３】
　このようにして形成される無電解メッキ膜の膜厚は、メッキ浴の金属塩又は金属イオン
濃度、メッキ浴への浸漬時間、或いは、メッキ浴の温度などにより制御することができる
が、導電性の観点からは、０．５μｍ以上であることが好ましく、３μｍ以上であること
がより好ましい。また、メッキ浴への浸漬時間としては、１分～３時間程度であることが
好ましく、１分～１時間程度であることがより好ましい。
【００６４】
　以上のようにして得られる無電解メッキ膜は、ＳＥＭによる断面観察により、グラフト
ポリマー膜中に無電解メッキ触媒やメッキ金属の微粒子がぎっしりと分散しており、更に
その上に比較的大きな粒子が析出していることが確認された。界面はグラフトポリマーと
微粒子とのハイブリッド状態であるため、基板表面の平均粗さ（Ｒｚ）が３μｍ以下であ
っても、基板（有機成分）と無機物（無電解メッキ触媒又はメッキ金属）との密着性が良
好であった。
【００６５】
　また、導電性材料付着工程の第２の態様では、無電解メッキ終了後、電気メッキを行う
こともできる。即ち、電気メッキは、前述の無電解メッキにより得られた無電解メッキ膜
を電極として行う。これにより基板との密着性に優れた無電解メッキ膜をベースとして、
そこに新たに任意の厚みをもつメッキ膜を容易に形成することができる。この工程を付加
することにより、導電性膜を目的に応じた厚みに形成することができる。
　本態様における電気メッキの方法としては、従来公知の方法を用いることができる。な
お、電気メッキに用いられる金属としては、銅、クロム、鉛、ニッケル、金、銀、すず、
亜鉛などが挙げられ、導電性の観点から、銅、金、銀が好ましく、銅がより好ましい。
【００６６】
　電気メッキにより得られるメッキ膜の膜厚については、用途に応じて異なるものであり
、メッキ浴中に含まれる金属濃度、浸漬時間、或いは、電流密度などを調整することでコ
ントロールすることができる。なお、本発明により得られる表面導電性材料をプリント配
線板を作製する際に用いる場合には、メッキ膜の膜厚は、導電性の観点から、０．３μｍ
以上であることが好ましく、３μｍ以上であることがより好ましい。
【００６７】
（第３の態様：金属微粒子分散膜の形成）
　導電性材料付着工程の第３の態様は、以下に説明する金属イオン又は金属塩を、上記グ
ラフトポリマーが有する相互作用性基、特に好ましくはイオン性基に対し、その極性に応
じて、イオン的に吸着させた後、該金属イオン又は金属塩中の金属イオンを還元させて金
属単体を析出させて金属微粒子分散膜を形成する方法である。なお、金属単体の析出態様
によって、金属微粒子分散膜は金属薄膜になる場合もある。この方法により、金属微粒子
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分散膜からなる導電性発現層が形成される。
　ここで、金属微粒子分散膜を形成する、析出された金属微粒子は、グラフトポリマーの
相互作用性基と相互作用を形成し、吸着しているため、基板と金属微粒子分散膜との密着
性に優れると共に、充分な導電性を発現できるという利点を有する。
【００６８】
（金属イオン及び金属塩）
　まず、本態様において用いられる金属イオン及び金属塩について説明する。
　本発明において、金属塩としては、グラフトポリマーの生成領域に付与するために、適
切な溶媒に溶解して、金属イオンと塩基（陰イオン）に解離されるものであれば特に制限
はなく、Ｍ（ＮＯ3）n、ＭＣｌn、Ｍ2/n（ＳＯ4）、Ｍ3/n（ＰＯ4）（Ｍは、ｎ価の金属
原子を表す）などが挙げられる。金属イオンとしては、上記の金属塩が解離したものを好
適に用いることができる。具体例としては、例えば、Ａｇ、Ｃｕ、Ａｌ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆ
ｅ、Ｐｄが挙げられ、中でも、Ａｇ、Ｃｕが好ましい。
　金属塩や金属イオンは１種のみならず、必要に応じて複数種を併用することができる。
また、所望の導電性を得るため、予め複数の材料を混合して用いることもできる。
【００６９】
（金属イオン及び金属塩の付与方法）
　金属イオン又は金属塩をグラフトポリマーに付与する際、（１）グラフトポリマーがイ
オン性基を有する場合には、そのイオン性基に金属イオンを吸着させる方法を用いる。こ
の場合、上記の金属塩を適切な溶媒で溶解し、解離した金属イオンを含むその溶液を、グ
ラフトポリマーの生成領域に塗布するか、或いは、その溶液中にグラフトポリマーが生成
した基板を浸漬すればよい。金属イオンを含有する溶液を接触させることで、前記イオン
性基には、金属イオンがイオン的に吸着することができる。これら吸着を充分に行なわせ
るという観点からは、接触させる溶液の金属イオン濃度は１～５０質量％の範囲であるこ
とが好ましく、１０～３０質量％の範囲であることが更に好ましい。また、接触時間とし
ては、１０秒から２４時間程度であることが好ましく、１分から１８０分程度であること
が更に好ましい。
【００７０】
　金属イオン又は金属塩をグラフトポリマーに付与する際、（２）グラフトポリマーがポ
リビニルピロリドンなどのように金属塩に対し親和性の高い場合は、上記の金属塩を微粒
子状にして直接付着させる、又は、金属塩が分散し得る適切な溶媒を用いて分散液を調製
し、その分散液を、グラフトポリマーの生成領域に塗布するか、或いは、その溶液中にグ
ラフトポリマーが生成した基板を浸漬すればよい。
　グラフトポリマーが相互作用性基として親水性基を有する場合には、グラフトポリマー
膜は高い保水性を有するため、その高い保水性を利用して、金属塩が分散した分散液をグ
ラフトポリマー膜中に含浸させることが好ましい。分散液の含浸を充分に行なわせるとい
う観点からは、接触させる分散液の金属塩濃度は１～５０質量％の範囲であることが好ま
しく、１０～３０質量％の範囲であることが更に好ましい。また、接触時間としては、１
０秒から２４時間程度であることが好ましく、１分から１８０分程度であることが更に好
ましい。
【００７１】
　金属イオン又は金属塩をグラフトポリマーに付与する際、（３）グラフトポリマーが親
水性基を有する場合、金属塩が分散している分散液、又は、金属塩が溶解した溶液をグラ
フトポリマーの生成領域に塗布するか、或いは、その分散液や溶液中にグラフトポリマー
が生成した基板を浸漬すればよい。
　かかる方法においても、上述と同様に、グラフトポリマー膜が有する高い保水性を利用
して、分散液又は溶液をそのグラフトポリマー膜中に含浸させることができる。分散液又
は溶液の含浸を充分に行なわせるという観点からは、接触させる分散液の金属イオン濃度
、或いは金属塩濃度は１～５０質量％の範囲であることが好ましく、１０～３０質量％の
範囲であることが更に好ましい。また、接触時間としては、１０秒から２４時間程度であ
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ることが好ましく、１分から１８０分程度であることが更に好ましい。
　特に、この（３）の方法によれば、グラフトポリマーの有する相互作用性基の特性に関
わらず、所望の金属イオン又は金属塩を付与させることができる。
【００７２】
（還元剤）
　続いて、グラフトポリマー（膜）に吸着又は含浸して存在する金属塩、或いは、金属イ
オンを還元しるために用いられる還元剤について説明する。
　本発明において用いられる還元剤は、金属イオンを還元し、金属単体を析出させる物性
を有するものであれば特に制限はなく、例えば、次亜リン酸塩、テトラヒドロホウ素酸塩
、ヒドラジンなどが挙げられる。
　これらの還元剤は、用いる金属塩、金属イオンとの関係で適宜選択することができるが
、例えば、金属イオン、金属塩を供給する金属塩水溶液として、硝酸銀水溶液などを用い
た場合にはテトラヒドロホウ素酸ナトリウムが、二塩化パラジウム水溶液を用いた場合に
は、ヒドラジンが、好適なものとして挙げられる。
【００７３】
　上記還元剤の添加方法としては、例えば、グラフトポリマーが生成した基板表面に金属
イオンや金属塩を付与させた後、水洗して余分な金属塩、金属イオンを除去した後、該表
面を備えた基板をイオン交換水などの水中に浸漬し、そこに還元剤を添加する方法や、該
基板表面上に所定の濃度の還元剤水溶液を直接塗布或いは滴下する方法等が挙げられる。
また、還元剤の添加量としては、金属イオンに対して、等量以上の過剰量用いるのが好ま
しく、１０倍当量以上であることが更に好ましい。
【００７４】
　ここで、第３の態様におけるグラフトポリマーの相互作用性基と金属イオン又は金属塩
との関係について説明する。
　グラフトポリマーの相互作用性基が、負の電荷を有する極性基や、カルボキシル基、ス
ルホン酸基、若しくはホスホン酸基などの如きアニオン性のイオン性基である場合は、グ
ラフトポリマー膜が選択的に負の電荷を有するようになることから、ここに正の電荷を有
する金属イオンを吸着させ、その吸着した金属イオンを還元させることで金属単体を析出
される。
　また、グラフトポリマーの相互作用性基が、特開平１０－２９６８９５号公報に記載の
アンモニウム基などの如きカチオン性基のイオン性基である場合は、グラフトポリマー膜
が選択的に正の電荷を有するようになり、金属イオンはそのままの形状では吸着しない。
そのため、相互作用性基のイオン性基に起因する親水性を利用して、グラフトポリマー膜
に、金属塩が分散した分散液、又は、金属塩が溶解した溶液を含浸させ、その含浸させた
溶液の中の金属イオン又は金属塩中の金属イオンを還元させることで金属単体を析出させ
る。
　以上のように、金属単体が析出することで、金属微粒子分散膜が形成される。
【００７５】
　金属微粒子分散膜中の析出された金属単体（金属微粒子）の存在は、表面の金属光沢に
より目視でも確認することができるが、透過型電子顕微鏡、或いは、ＡＦＭ（原子間力顕
微鏡）を用いて表面を観察することで、その構造（形態）を確認することができる。また
、金属パターンの膜厚は、常法、例えば、切断面を電子顕微鏡で観察するなどの方法によ
り、容易に行なうことができる。
　このように、金属単体が析出した状態を上記の顕微鏡で観察すると、グラフトポリマー
膜中にぎっしりと金属微粒子が分散していること確認される。この時、析出された金属微
粒子の大きさとしては、粒径１μｍ～１ｎｍ程度である。
【００７６】
　金属微粒子分散膜において、金属微粒子が密に分散していて外見上金属薄膜を形成して
いるような場合には、そのまま用いてもよいが、効率のよい導電性の確保という観点から
は、金属微粒子分散膜を更に加熱処理することが好ましい。
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　加熱処理工程における加熱温度としては、１００℃以上が好ましく、更には１５０℃以
上が好ましく、特に好ましくは２００℃程度である。加熱温度は、処理効率や基板の寸法
安定性などを考慮すれば４００℃以下であることが好ましい。また、加熱時間に関しては
、１０分以上が好ましく、更には３０分～６０分間程度が好ましい。
　加熱処理による作用機構は明確ではないが、一部の近接する金属微粒子同士が互いに融
着することで導電性が向上するものと考えている。
【００７７】
（第４の態様：導電性ポリマー層の形成）
　導電性材料付着工程の第４の態様は、以下に説明する導電性モノマーを、上記グラフト
ポリマーが有する相互作用性基、特に好ましくはイオン性基に対し、イオン的に吸着させ
た後、そのまま重合反応を生起させて導電性ポリマー層を形成する方法である。この方法
により、導電性ポリマー層からなる導電性発現層が形成される。
　ここで、導電性ポリマー層は、グラフトポリマーの相互作用性基とイオン的に吸着した
導電性モノマーを重合させてなるため、基板との密着性や耐久性に優れると共に、モノマ
ーの供給速度などの重合反応条件を調整することで、膜厚や導電性の制御を行うことがで
きるという利点を有する。
【００７８】
　このような導電性ポリマー層を形成する方法には特に制限はないが、均一な薄膜を形成
し得るという観点からは、以下に述べるような方法を用いることがで好ましい。
　まず、グラフトポリマーが生成された基板を、過硫酸カリウムや、硫酸鉄（III）など
の重合触媒や重合開始能を有する化合物を含有する溶液に浸漬し、この液を撹拌しながら
導電性ポリマーを形成し得るモノマー、例えば、３，４－エチレンジオキシチオフェンな
どを徐々に滴下する。このようにすると、該重合触媒や重合開始能を付与されたグラフト
ポリマー中の相互作用性基（イオン性基）と導電性ポリマーを形成し得るモノマーとが相
互作用により強固に吸着すると共に、モノマー同士の重合反応が進行し、基板上のグラフ
トポリマーの生成領域に導電性ポリマーの極めて薄い膜が形成される。これにより、均一
で、かつ、薄い導電性ポリマー層が得られる。
【００７９】
　この方法に適用し得る導電性ポリマーとしては、１０-6ｓ・ｃｍ-1以上、好ましくは、
１０-1ｓ・ｃｍ-1以上の導電性を有する高分子化合物であれば、いずれのものも使用する
ことができるが、具体的には、例えば、置換及び非置換の導電性ポリアニリン、ポリパラ
フェニレン、ポリパラフェニレンビニレン、ポリチオフェン、ポリフラン、ポリピロール
、ポリセレノフェン、ポリイソチアナフテン、ポリフェニレンスルフィド、ポリアセチレ
ン、ポリピリジルビニレン、ポリアジン等が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよ
く、また、目的に応じて２種以上を組み合わせて用いてもよい。また、所望の導電性を達
成できる範囲であれば、導電性を有しない他のポリマーとの混合物として用いることもで
きるし、これらのモノマーと導電性を有しない他のモノマーとのコポリマーなども用いる
ことができる。
【００８０】
　本発明においては、導電性モノマー自体がグラフトポリマーの相互作用性基と静電気的
に、或いは、極性的に相互作用を形成することで強固に吸着するため、それらが重合して
形成された導電性ポリマー層は、グラフトポリマーの生成領域との間に強固な相互作用を
形成しているため、薄膜であっても、擦りや引っ掻きに対しても充分な強度を有するもの
となる。
　更に、導電性ポリマーとグラフトポリマーの相互作用性基とが、陽イオンと陰イオンの
関係で吸着するような素材を選択することで、相互作用性基が導電性ポリマーのカウンタ
ーアニオンとして吸着することになり、一種のドープ剤として機能するため、導電性ポリ
マー層（導電性発現層）の導電性を一層向上させることができるという効果を得ることも
できる。具体的には、例えば、相互作用性基を有する重合性化合物としてスチレンスルホ
ン酸を、導電性ポリマーの素材としてチオフェンを、それぞれ選択すると、両者の相互作
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用により、グラフトポリマーの生成領域と導電性ポリマー層との界面にはカウンターアニ
オンとしてスルホン酸基（スルホ基）を有するポリチオフェンが存在し、これが導電性ポ
リマーのドープ剤として機能することになる。
【００８１】
　グラフトポリマーの生成領域表面に形成された導電性ポリマー層の膜厚には特に制限は
ないが、０．０１μｍ～１０μｍの範囲であることが好ましく、０．１μｍ～５μｍの範
囲であることがより好ましい。導電性ポリマー層の膜厚がこの範囲内であれば、充分な導
電性と透明性とを達成することができる。０．０１μｍ以下であると導電性が不充分とな
る懸念があるため好ましくない。
【００８２】
　以上説明した、４つの態様により、本発明における導電性発現層が形成される。この導
電性発現層が配線となり、本発明のマトリクスアレイ基板を得ることができる。
　上述のようにして得られた配線は、グラフトポリマーを生成する際のパターン露光に応
じた形状や解像度を得ることができることから、本発明のマトリクスアレイ基板は高精細
化が可能となる。
　また、本発明のマトリクスアレイ基板は、その配線が、ガラス基板に結合しているグラ
フトポリマーに対して、均一に、かつ、強固に結合している導電性発現層からなるため、
密着性に優れ、断線の問題が発生せず、更に、均一な導電性を得ることができる。
　更に、上述のように、従来の技術のように、金属膜のエッチング工程を必要とすること
なく配線を得ることができるため、金属膜の残留に起因する配線間の短絡を防止すること
ができる。
【００８３】
　以上のように、本発明のマトリクスアレイ基板においては、このような配線により信号
線が形成されることが好ましいが、かかる信号線と直交する走査線も上述のようにしてな
る配線により形成されていてもよい。信号線及び走査線の両方を、上述のような配線によ
り形成する場合、下記の方法が取られる。
　まず、上述の例示的一態様のようにして、光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）を導入したガラス基
板表面に、所望される数のライン状の導電性発現層を形成し、信号線を設ける。その後、
該信号線上であって走査線と交差する箇所に、窒化シリコンなどで絶縁層を設ける。そし
て、絶縁層に対して、上記の光開裂化合物（Ｑ－Ｙ）を導入し、その絶縁層とガラス基板
とからなる領域に、前記信号線と直交するライン状の導電性発現層を所望される数だけ形
成し、走査線を設ける。このような方法を用いることで、格子状の配線が形成される。
　なお、このような配線は、マトリクスアレイ基板における走査線及び信号線の他にも信
号電極や走査電極の導電性を必要とする配線に適用することができる。
【００８４】
≪液晶表示装置≫
　本発明の液晶表示装置は、上述の本発明の製造方法により得られた本発明のマトリクス
アレイ基板を備えることを特徴とする。
　本発明の液晶表示装置としては、本発明のマトリクスアレイ基板と、それに対向する対
向基板と、両基板との間の液晶層と、を備えていれば、如何なるものでもよい。本発明の
液晶表示装置の一態様を図１を参照して説明する。ここで、図１は、本発明のマトリクス
アレイ基板を備えたアクティブマトリクス型液晶表示装置（ＬＣＤ）の構成を示す斜視図
である。
【００８５】
　図１に示すように、アクティブマトリクス型液晶表示装置１００は、アクティブマトリ
クス基板１０と、これに対向する対向基板２０と、両基板１０，２０に挟持された液晶層
３０と、を有する。
　ここで、アクティブマトリクス基板（本発明のマトリクスアレイ基板）１０は、ガラス
基板１１上に、マトリックス状に配列された信号線１２および走査線１３を有する。また
、ガラス基板１１上には、信号電極及び走査電極との交差部毎にスイッチング素子（ＴＦ
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Ｔ）１４及び画素電極１５が配設され、ガラス基板１１の外側面には、偏光板１７が積層
されている。
　また、対向基板２０は、ガラス基板２１上に、カラーフィルタ層２２と、対向電極２３
と、を有し、ガラス基板２１の外側面には、偏光板２５が積層されている。
　また、両基板１０，２０の液晶層３０側には、配向層１６，２４がそれぞれ形成されて
いる。
　このアクティブマトリクス型ＬＣＤにおいて、画素電極１５として、透明電極を用いれ
ば透過型液晶表示装置となり、反射電極を用いれば反射型液晶表示装置を実現することが
できる。
【００８６】
　上述のように、本発明のマトリクスアレイ基板は、高精細な配線を有し、その配線の密
着性がよいことから、このマトリクスアレイ基板を備えた液晶表示装置としても高精細化
を達成することができる。
【００８７】
≪ＰＤＰ用データー電極及びその製造方法≫
　本発明のＰＤＰ用データー電極は、ガラス基板上にグラフトポリマーを複数のライン状
に直接結合させて、該グラフトポリマーに導電性材料を付着させてなることを特徴とする
。
　本発明のＰＤＰ用データー電極の製造方法は、上記のグラフトポリマー生成工程におい
て、複数のライン状にグラフトポリマーを設けること以外は、本発明のマトリクスアレイ
基板の製造方法における配線を得るためのプロセスと同様である。つまり、上記のグラフ
トポリマー生成工程におけるパターン露光に際し、所望のサイズ及びピッチの電極形状に
合わせたパターン形状を選択することで、本発明のＰＤＰ用データー電極を得ることがで
きる。
【００８８】
　このような、本発明のＰＤＰデーター電極は、グラフトポリマーを生成する際のパター
ン露光に応じた解像度や直線形状を得ることができることから、高精細化が可能となり、
更に、直線性にも優れることとなる。
　また、ＰＤＰデーター電極は、導電性発現層が、ガラス基板に結合しているグラフトポ
リマーに対して、均一に、かつ、強固に結合しているため、密着性に優れ、断線の問題が
発生せず、更に、均一な導電性を得ることができる。
【００８９】
≪ＰＤＰ≫
　本発明のＰＤＰは、上述の本発明のＰＤＰデーター電極を備えることを特徴とする。
　本発明のＰＤＰとしては、本発明のＰＤＰデーター電極を備えた背面ガラス基板と、そ
れに対向する前面ガラス基板と、両基板の間の透明誘電体層を備えていれば、如何なるも
のでもよい。本発明のＰＤＰの一態様を図２を参照して説明する。ここで、図２は、本発
明のＰＤＰデーター電極を備えた面放電方式のＡＣ側ＰＤＰの構成を示す部分分解斜視図
である。
【００９０】
　図２に示すように、ＰＤＰ２００は、前面ガラス基板５０と、背面ガラス基板４０と、
両基板５０，４０の間に挟持された透明誘電体層６０及び保護層７０と、を有する。
　前面ガラス基板５０は、ガラス基板５１表面に、放電のための透明電極５３と該透明電
極のライン抵抗を下げるためのバス電極５４とからなる表示電極５５が、所定のピッチで
多数列設されてなる。また、ガラス基板５１表面には、表示電極５５と並列にブラックマ
トリクス５２が設けられている。更に、表示電極５５に隣接して、電荷を蓄積するための
透明誘電体層（低融点ガラス）６０が印刷、焼成によって形成され、その上に保護層（Ｍ
ｇＯ）７０が蒸着されている。この保護層７０は、表示電極の保護、放電状態の維持等の
役割を有している。
　一方、背面ガラス基板４０は、ガラス基板４１表面に、放電空間を区画するストライプ
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状のリブ（隔壁）４２と、各放電空間内に配されたＰＤＰ用データー電極（アドレス電極
）４３と、が所定のピッチで多数列設されている。また、各放電空間の内面には、赤（４
４ａ）、青（４４ｂ）、緑（４４ｃ）の３色の蛍光体膜が規則的に配されている。
　ＰＤＰ２００では、フルカラー表示において、赤、青、緑の３原色の蛍光体膜４４ａ、
４４ｂ、及び４４ｃで１つの画素が構成される。
【００９１】
　上述のように、本発明のＰＤＰ用データー電極は、高精細化が可能であり、その密着性
が良好であることから、このＰＤＰ用データー電極を備えたＰＤＰとしても高精細化を達
成することができる。
【００９２】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれに制限されるもので
はない。
〔実施例１〕
　以下の方法で、本発明のマトリクスアレイ基板における信号線を形成した。
【００９３】
（合成例１：化合物Ａの合成）
　前記例示化合物１の合成は、以下の２つのステップにより行われる。それぞれのステッ
プのスキームを挙げて説明する。
【００９４】
１．ステップ１（化合物ａの合成）
　ＤＭＡｃ５０ｇとＴＨＦ５０ｇの混合溶媒に１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケ
トン２４．５ｇ（０．１２ｍｏｌ）を溶かし、氷浴下でＮａＨ（６０％　ｉｎ　ｏｉｌ）
７．２ｇ（０．１８ｍｏｌ）を徐々に加えた。そこに、１１－ブロモ－１－ウンデセン（
９５％）４４．２ｇ（０．１８ｍｏｌ）を滴下し、室温で反応を行った。１時間で反応が
終了した。反応溶液を氷水中に投入し、酢酸エチルで抽出し、黄色溶液状の化合物ａを含
む混合物が得られた。この混合物３７ｇをアセトニトリル３７０ｍｌに溶かし、水７．４
ｇを加えた。ｐ－トルエンスルホン酸一水和物１．８５ｇを加え、室温で２０分間撹拌し
た。酢酸エチルで有機相を抽出し、溶媒を留去した。カラムクロマトグラフィー（充填剤
：ワコーゲルＣ－２００、展開溶媒：酢酸エチル／ヘキサン＝１／８０）で化合物ａを単
離した。
　合成スキームを以下に示す。
【００９５】
【化７】

【００９６】
1Ｈ　ＮＭＲ（３００ＭＨｚ　ＣＤＣｌ3）
δ＝１．２－１．８（ｍｂ，２４Ｈ），２．０（ｑ，２Ｈ），３．２（ｔ，Ｊ＝６．６，
２Ｈ），４．９－５．０（ｍ，２Ｈ）５．８（ｄｄｔ，Ｊ＝２４．４，Ｊ＝１０．５，Ｊ
＝６．６，１Ｈ.），７．４（ｔ，Ｊ＝７．４，２Ｈ），７．５（ｔ，Ｊ＝７．４，１Ｈ
），８．３（ｄ，１Ｈ）
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【００９７】
２．ステップ２（化合物ａのハイドロシリル化による化合物Ａの合成）
　化合物ａ５．０ｇ（０．０１４ｍｏｌ）にＳｐｅｉｒ　ｃａｔａｌｙｓｔ（Ｈ2ＰｔＣ
ｌ6・６Ｈ2Ｏ／２－ＰｒＯＨ、０．１ｍｏｌ／ｌ）を２滴加え、氷浴下でトリクロロシラ
ン２．８ｇ（０．０２１ｍｏｌ）を滴下して撹拌した。更に１時間後にトリクロロシラン
１．６ｇ（０．０１２ｍｏｌ）を滴下してから室温に戻した。３時間後に反応が終了した
。反応終了後、未反応のトリクロロシランを減圧留去し、化合物Ａを得た。
　合成スキームを以下に示す。
【００９８】
【化８】

【００９９】
1Ｈ　ＮＭＲ（３００ＭＨｚ　ＣＤＣｌ3）
δ＝１．２－１．８（ｍ，３０Ｈ），３．２（ｔ，Ｊ＝６．３，２Ｈ），７．３－７．７
（ｍ，３Ｈ），８．３（ｄ，２Ｈ）
【０１００】
（光開裂化合物の結合）
　ガラス基板（日本板硝子（株）製）を、終夜、ピランハ液（硫酸／３０％過酸化水素＝
１／１ｖｏｌ混合液）に浸漬した後、純水で洗浄した。その基板を、窒素置換したセパラ
ブルフラスコ中に入れ１２．５質量％の化合物Ａの脱水トルエン溶液に１時間浸漬した。
取り出し後、トルエン、アセトン、純水で順に洗浄した。このように、表面に光開裂化合
物が導入された基板Ａを得た。
【０１０１】
（グラフトポリマーの生成）
　次に、基板Ａの表面にアクリル酸の２０質量％の水溶液を５ｍｌ滴下し、その上に石英
板をかぶせて、その水溶液を均一に基板と石英板の間に挟み込んだ。その石英板上に、パ
ターンマスク（ＮＣ－１、凸版印刷社製）を密着させるようにクリップで留め、露光機（
ＵＶＸ－０２５１６Ｓ１ＬＰ０１、ウシオ電機社製）で１分間露光した。露光後、石英板
及びマスクを取り外し、純水で充分洗浄した。
　以上のようにして、基板表面にアクリル酸からなるグラフトポリマーがパターン状に結
合した基板を得た。
【０１０２】
（導電性材料の付着）
　得られた基板を、硝酸パラジウム（和光純薬製）０．１質量％の水溶液に１時間浸漬し
た後、蒸留水で洗浄した。その後、下記組成の無電解メッキ浴に２０分間浸漬し、Ｃｕ薄
膜からなる導電性発現層（信号線）を得た。
【０１０３】
＜無電解メッキ浴成分＞
・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ１（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　　６ｍＬ
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・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ２（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　　１．２ｍＬ
・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ３（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　１０ｍＬ
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３ｍＬ
【０１０４】
　得られた導電性発現層を、光学顕微鏡（ニコン製、ＯＰＴＩ　ＰＨＯＴＯ－２）を用い
て観察したところ、線幅２０μｍ、空隙幅２０μｍが交互に存在する良好なパターンが確
認された。
　また、導電性発現層の表面導電性をＬＯＲＥＳＴＡ－ＦＰ（三菱化学（株）製）を用い
て四探針法により測定したところ、６０Ω／□であった。
　更に、導電性発現層の表面を水で湿らせた布（ＢＥＭＣＯＴ、旭化成工業社製）を用い
て手で往復２０回擦った。擦った後に、前記と同様にして光学顕微鏡にて観察したところ
、擦り処理を行なう前と同様の緻密なパターンが確認された。また、表面導電性にも変化
が無かった。
【０１０５】
〔実施例２〕
　以下の方法で、本発明のＰＤＰ用データー電極を作製した。
【０１０６】
（重合開始能の失活）
　実施例１と同様の、光開裂化合物が導入された基板Ａの片面に、パターンマスク（ＮＣ
－１、凸版印刷社製）を密着させるようにクリップで留め、露光機（ＵＶＸ－０２５１６
Ｓ１ＬＰ０１、ウシオ電機社製）で１分間パターン露光を行った。これにより、重合開始
可能領域と重合開始能失活領域とが形成された基板を得た。
【０１０７】
（グラフトポリマーの生成）
　次に、重合開始可能領域と重合開始能失活領域とが形成された面にアクリル酸の２０質
量％の水溶液を５ｍｌ滴下し、その上に石英板をかぶせて、その水溶液を均一に基板と石
英板の間に挟み込んだ。その石英板上から露光機（ＵＶＸ－０２５１６Ｓ１ＬＰ０１、ウ
シオ電機社製）を用いて５分間、全面を露光した。露光後、石英板を取り外し、純水で充
分洗浄した。
　以上のようにして、基板表面にアクリル酸からなるグラフトポリマーがパターン状に結
合した基板を得た。
【０１０８】
（導電性材料の付着）
　得られた基板を、硝酸パラジウム（和光純薬製）０．１質量％の水溶液に１時間浸漬し
た後、蒸留水で洗浄した。その後、下記組成の無電解メッキ浴に２０分間浸漬し、Ｃｕ薄
膜からなる導電性発現層（ＰＤＰ用データー電極）を得た。
【０１０９】
＜無電解メッキ浴成分＞
・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ１（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　　６ｍＬ
・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ２（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　　１．２ｍＬ
・ＯＰＣカッパ－Ｈ　Ｔ３（奥野製薬（株）製）　　　　　　　　　１０ｍＬ
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３ｍＬ
【０１１０】
〔実施例３〕
　実施例２において得られたＣｕ薄膜（無電解メッキ膜）に対し、更に、下記組成の電気
メッキ浴を用いて１５分間電気メッキを行い、導電性発現層（ＰＤＰ用データー電極）を
得た。
【０１１１】
＜電気メッキ浴の組成＞
　・硫酸銅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８ｇ
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　・硫酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９５ｇ
　・塩酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｍＬ
　・カッパーグリームＰＣＭ（メルテックス（株）製）　　　　　　　　３ｍＬ
　・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００ｇ
【０１１２】
　得られた実施例２及び実施例３における導電性発現層に対し、以下のような評価を行っ
た。
・ライン欠損：導電性発現層の欠損を顕微鏡観察にて評価した。
・解像性：導電性発現層の最小ライン幅を評価した。
・膜厚：導電性発現層の膜厚を、表面粗さ計にて測定した。
・比抵抗値：抵抗値と膜厚を測定して導電性発現層の比抵抗値を算出した。抵抗値の測定
には、ミリオームハイテスターを、膜厚の測定には、表面粗さ計を用いた。
・ピンホール：導電性発現層を、光学顕微鏡を用いて下光源にて観察し、ピンホールの有
無を評価した。
　これらの評価結果を表１に示す。
【０１１３】
【表１】

【０１１４】
　表２に明らかなように、実施例２及び実施例３のＰＤＰ用データー電極は、ライン欠損
やピンホールが見られず、解像度及び比抵抗にも優れていることが判明した。
【図面の簡単な説明】
【０１１５】
【図１】本発明のマトリクスアレイ基板を備えたアクティブマトリクス型液晶表示装置（
ＬＣＤ）の構成を示す斜視図である。
【図２】本発明のＰＤＰデーター電極を備えた面放電方式のＡＣ側ＰＤＰの構成を示す部
分分解斜視図である。
【符号の説明】
【０１１６】
　１０　　アクティブマトリクス基板
　１１　　ガラス基板
　１２　　信号線
　１３　　走査線
　１４　　スイッチング素子（ＴＦＴ）
　１５　　画素電極
　１６　　配向層
　１７　　偏光板
　２０　　対向基板
　２１　　ガラス基板
　２２　　カラーフィルタ層
　２３　　対向電極
　２４　　配向層
　２５　　偏光板
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　３０　　液晶層
　４０　　背面ガラス基板
　４１　　ガラス基板
　４２　　リブ（隔壁）
　４３　　ＰＤＰ用データー電極（アドレス電極）
　４４ａ，４４ｂ，４４ｃ　　蛍光体膜
　５０　　前面ガラス基板
　５１　　ガラス基板
　５２　　ブラックマトリクス
　５３　　透明電極
　５４　　バス電極
　５５　　表示電極
　６０　　透明誘電体層
　７０　　保護層
　１００　　液晶表示装置
　２００　　ＰＤＰ

【図１】 【図２】
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线。液晶显示器配备有上述矩阵阵列基板。用于PDP的数据电极通过将
接枝聚合物以多条线直接连接到玻璃基板上并在接枝聚合物上沉积导电
材料来制造。 PDP配备有PDP的数据电极。 Ž
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